
求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策の方針 

 

求職者等に対するセクシュアルハラスメントとは、 事業主が雇用する労働者による「性

的な言動」により求職者等による求職活動等 が阻害されるものをいいます。 

 

【求職者等とは】  

■求職者（企業の求人に応募する者）  

■求職者以外の者であって、  

・事業主の実施する労働者の採用に資する活動に参加する者や、  

・教育実習、看護実習その他の実習を受ける者  

【求職活動等とは】 

 求職者が行う求職活動や求職者に類する者が行う職業の選択に資する活動 を指し、例

えば以下のものが含まれます。なお、ＳＮＳ等のオンラインを 介したものやオンライン

上で行われるものも含まれます。  

（例）企業の採用面接への参加、企業の就職説明会への参加、企業の雇用 する労働者へ

の訪問、インターンシップへの参加、教育実習、看護実習 等の実習の受講 

 

〇性的な言動とは  

性的な内容の発言及び性的な行動を指し、それぞれ以下が含まれます。 

「性的な内容の発言」  

・性的な事実関係を尋ねること  

・性的な内容の情報を意図的に流布すること 等  

「性的な行動」  

・性的な関係を強要すること  

・必要なく身体に触ること  

・わいせつな図画を配布すること 等 

 

〇求職者等に対するセクシュアルハラスメントの例 

・インターンシップにおいて、労働者が求職者等に対して性的な冗談やから かいを意図

的かつ継続的に行ったため、当該求職者等が苦痛に感じてイン ターンシップ中の活動が

手につかないこと  

・求職者等が労働者への訪問を行った際、当該労働者に性的な関係を求めら れ、当該求

職者等が苦痛に感じてその求職活動等の意欲が低下していること  

・インターンシップ中に労働者が求職者等を執拗に私的な食事に誘い、当該 求職者等が

苦痛に感じてその求職活動等の意欲が低下していること 



 

○求職者等セクハラは、男性も女性も、加害者にも被害者にもなり得る問題です。 異

性に対するものだけではなく、同性に対するものも該当します。 

 ○また、求職者等セクハラは、相手の性的指向（※１）又はジェンダーアイデンティ

ティ （※２）にかかわらず、該当することがあり得ます。  

（※１）恋愛又は性愛がいずれの性別を対象とするか／（※２）自己の性別についての

認識 

 

ハートテック六角橋の求職者等に対するセクシュアルハラスメント対策の方針 

１．求職者等セクハラを行ってはならない 

２．求職者等セクハラを行った者については、厳正に対処する 

 

〇対処 の内容 

社員がハラスメントを行った場合、就業規則第 33 条「懲戒解雇」に当たることとなり、

処分されることがあります。その場合、次の要素を総合的に判断し、処分を決定します。 

  ① 行為の具体的態様（時間・場所（職場か否か）・内容・程度） 

  ② 当事者同士の関係（職位等） 

  ③ 被害者の対応（告訴等）・心情等 

 

〇求職活動等に関するルール 

・面談時間は、営業時間内とする 

・場所は、事務所の相談室またはフロアのテーブル席とする 

・面談は原則社員 2 人で行う 

・SNS での連絡は会社 Gmail のみで行う 

 

〇相談体制の整備 

１．相談窓口をあらかじめ定め、求職 者に周知する 

相談窓口：久保完太・佐藤暖子 

２．相談窓口担当者が、適切に 対応できるようにする 

 

〇事後の迅速かつ適切な対応 

・事実関係を迅速かつ正確に確認する 

・被害者に対する配慮のための措置を行う 

・行為者に対する措置を適正に行う 

・再発防止に向けた措置を講ずる 



〇そのほか併せて講ずべき措置 

・相談者等のプライバシーを保護する ために必要な措置を講じ、労働者及 び求職者等に周

知する 

・労働者が事実関係の確認等に協力し たこと等を理由として、解雇その他 不利益な取扱い

をされない旨を定め、 労働者に周知・啓発す 

 

【事業主の責務】  

■ 求職者等セクハラを行ってはならないこと その他求職者等セクハラに起因する問 題

（以下「求職者等セクハラ問題」という。）に対するその雇用する労働者の関心 と理解を深

めること 

 ■ その雇用する労働者が 求職者等 に対する言動に必要な注意を払うよう 、研修の実 

施その他の必要な配慮をすること  

■ 事業主自身が求職者等セクハラ問題に対する関心と理解を深め、他の事業主が雇 用す

る労働者に対する言動に必要な注意を払うこと  

【労働者の責務】 

 ■ 求職者等セクハラ問題に対する関心と理解を深め、求職者等に対する言動に必要 な注

意を払うこと  

■ 事業主の講ずる雇用管理上の措置に協力すること 
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